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神奈川県知事 黒岩祐治殿 

２０２１年１月１２日 

日本共産党神奈川県委員会   

委員長  田母神悟 

日本共産党神奈川県議会議員団 

団 長  井坂新哉 

 

緊急事態宣言の発出に関し、感染拡大防止のため、検査の抜本拡充
や自粛への十分な補償などを求める申し入れ 

 

 菅首相は７日、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部で、東京、神奈川、埼玉、

千葉の１都３県を対象とする新型コロナ感染症拡大防止のための２度目となる緊急

事態宣言を発出しました。具体的なまん延防止策として、都県が午後８時以降の不急

不要の外出自粛を徹底するとともに、飲食店に対し午後８時までの営業時間の短縮

などを要請することなどが柱となっています。 

県内では、新型コロナウイルスの感染者が過去最多となっており、年末１２月２８

日から１月３日までの本県の１週間の新規感染者は合計２，９７３人に対し、１月４

日から１０日までの１週間の合計は４，８７０人へ急増しました。特に重症者は１月

１１日時点で１０２人に対し、即応病床は１０８床。全県であと６床しか空きがない

状態です。１１日時点の重症、中等症、軽症を合わせた即応病床は９１９床に対し、

入院総数は８２９人で病床利用率は９０．２％です。 

県は入院数がこのまま増え続けると１月２７日頃には患者数が病床数を超えてし

まうことを予測。現在すでに新規感染者の受入の調整が困難な状況で、入院まで自宅

で待機する事態になっており、１月１０日時点で４１人が自宅で待機しています。そ

のため自宅療養は１月８日の２，９４３人に対し、新規感染者が９９９人を記録した

９日は３，８６３人と１日で９２０人も増えました。宿泊施設における死亡に続き、

自宅療養者の死亡が発生しました。糖尿病の持病があるのに自宅待機、重度障害児が

いる家庭なのに陽性の父親が自宅待機中など、深刻な実態が寄せられています。すで

に深刻な医療崩壊が起きています。 

また、１月８日、県はどこに感染者がいてもおかしくない、まん延期に入っている

ので、保健所の積極的疫学調査の意味がなくなっているとして、感染症の家族と重症

化リスクの高い病院、高齢者施設、福祉施設などは簡略化して調査を続けるが、それ

以外は調査をしないと発表しました 

県民は今、感染したら治療してもらえるのか、検査をしてもらえるのか、誰もがい

つどこで感染してもおかしくない状況に、命を脅かされるという大きな不安を抱え

ています。 

県は、医療崩壊を克服し、感染者を抑える対策に全力を尽くすことが強く求められ

ています。 

 日本共産党県議会議員団は、これまでもコロナ感染症対策の強化を求め申し入れ



- 2 -

を行ってきましたが、２度目の緊急事態宣言の発出に関し、医療機関への減収補て

ん、検査の抜本拡充、飲食店などへの十分な補償を求め、以下の事項について申し入

れを行います。 

 

記 

 

１、営業時間短縮を行った店舗への協力金が１日あたり６万円、最大１６２万円で

は、一定規模以上の店舗では、安心して自粛できない。店舗規模に応じた十分な補

償と迅速な補償を行い、安心して時間短縮が出来るようにすること。また、飲食店

などだけでなく、納入業者、生産者も含めて、影響を受ける業者全体の補償を行う

こと。また、特措法によらない、営業時間の短縮を働きかける遊技場や映画館など

に対しても補償を行うこと。 

 

２、国に対し、持続化給付金、家賃支援給付金、雇用調整助成金、休業支援金の打ち

切り・縮小ではなく、継続するよう求めること。 

 

３、医療機関への財政支援を直ちに拡大すること。 

 ①県の「人材確保に関する補助金交付事業」および、国が示した「令和２年度新型

コロナウイルス感染症患者等入院受入医療機関緊急支援事業補助金」を活用して、

医師・看護師を確保し、直ちに即応病床を拡大すること。また、看護師の過重労働

の要因にもなっている清掃業務や看護助手、介護ケアを行う人材確保もこの予算

を活用して行い、看護師の業務の軽減を図ること。 

 ②医療崩壊を防ぐために、国と連携し減収補てんを行い、医療機関の経営を支える

こと。 

 ③全ての医療従事者に、特別手当の支給を行うよう国に要望すること。 

 ④コロナ対応をしていない医療機関にも財政支援を行うこと。 

 

４、感染拡大防止のために、検査の抜本的拡充、とくに無症状者に対する積極的な検

査を実施すること。 

①医療機関、福祉施設への社会的検査を県の責任で行うこと。県においても、特に

医療機関、福祉施設のクラスターは、施設数、人数とも全体の約６割を占めている。

医療・福祉施設でのクラスター発生を防止する検査は、重傷者を減らし、医療への

負担を軽減するうえで決定的に重要である。医療機関と高齢者施設で働いている

方や入院患者、入所者を対象に、一斉・定期的な社会的検査を徹底的に実施するこ

と。 

そして、社会的検査は県独自で躊躇なく実施するとともに、検査費用は全額国費

とするよう国に強く求めること。 

 ②学校や幼稚園、保育園の関係者に集中検査を実施することを徹底すること。 

 ③希望する人には公費で検査を実施すること。 
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  保健所は、今後、感染症一人ひとりの聞き取り調査をしないとのことだが、濃厚 

 接触者への連絡と検査を保障しないということは、さらに感染拡大に拍車をかけ

ることになると危ぐする。 

 ④感染震源地（エピセンター）への面の検査を実施すること。 

 ⑤保健師を増員配置するとともに、感染追跡を専門的に行うトレーサーの確保を

はじめ、保健所体制を抜本的に強化すること。 

 

５、アルバイトなどで学費や生活費をまかなっている大学生等は、緊急事態宣言によ

って、経済的困難が進むと懸念される。大学生及び医療従事者や福祉職等の養成校

在学者への学費補助、奨学金返済の救済措置を講じるよう、国や関係団体に求める

こと。また、県独自支援策を講じること。 

 

以 上 


